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令和元年度政策評価等の実施状況及びこれらの
結果の政策への反映状況に関する報告（概要）

政策評価の推進
・政策評価制度の基本的事項の企画⽴案
・各⾏政機関が⾃ら⾏う政策評価の点検
・複数⾏政機関にまたがる政策について、
統⼀性⼜は総合性を確保するための評価

等

⾏政評価局調査の実施（⾏政評価・監視）
・各⾏政機関業務の実施状況を実地に調査
・問題点を実証的に把握・分析

⾏政相談の受付
・⾏政に関する苦情や意⾒・要望を国⺠

から直接、分野を問わず幅広く受付
・全国約5,000⼈の⾏政相談委員

（⺠間⼈・⼤⾂委嘱）が活躍

1

本報告は、⾏政機関が⾏う政策の評価に関する法律
第19条の規定に基づき、令和元年度における政策評
価等の実施状況及びこれらの結果の政策への反映状
況について取りまとめ、国会へ提出するものです。
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1 各⾏政機関における政策評価の実施状況
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政策評価実施件数

共通5区分による評価結果 件数（％）

⽬標超過達成 4件 （1.6％）

⽬標達成 92件（36.2％）

相当程度進展あり 136件（53.5％）

進展が⼤きくない 21件 （8.3％）

⽬標に向かっていない 0件 （0.0％）

事前評価 事後評価

2,247件

事前評価
1,147件

事後評価
1,100件

2,670件（H30）

1,605件（H30） 1,065件（H30）

2
※ 各⾏政機関別の政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況については、総務省ホームページ（https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/hyouka_r01houkoku-3.html）に掲載

（注）上記のほか、評価書公表時点で⽬標達成度合いを判断することができなかったものが1件

（件数） （件数）
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2 令和元年度の政策評価等の実施状況等

評価結果を踏まえ、法令改正、税制改正要
望、事業の採択、予算要求等に反映。この
うち、予算要求に反映したものは178件

1. 統⼀性・総合性確保評価
（複数⾏政機関にまたがる政策を直接評価）

・「地籍整備の推進」（勧告）
・「⾼度外国⼈材の受⼊れ」（意⾒通知）
・「⼥性活躍の推進」（意⾒通知）
・「死因究明等の推進」（実施中）
・「外来種対策の推進」（実施中）

2. 客観性担保評価活動
（客観性担保のため各⾏政機関が⾏った評価を点検）

分 野 点検対象
（件数） 主な指摘事項

租税特別措置等
令和2年度税制改正
要望に関する評価

（38件）

政策⽬的の実現のために本措置に
より達成しようとする⽬標の設定に
関する説明が不⼗分

規制
法律⼜は政令により
新設・改廃される規
制に関する評価

（120件）

・費⽤及び効果の⾦銭価値化・定量
化が不⼗分

・規制の検討段階等における事前
評価の活⽤が不⼗分

・事前評価書への事後評価の実施
時期及び指標の明⽰が不徹底

公共事業

災害による被害の防
⽌・減災対策を事業
の⽬的や効果に盛り
込んでいる評価

（12件）

評価マニュアルに規定されていな
い不適切な⽅法により便益を算定し
ており、評価のやり直しが必要

1. ⽬標管理型の政策評価（16府省254件）

各⾏政機関における政策評価結果の政策への反映状況1

事前評価

事後評価

評価専担組織としての総務省が⾏う政策の評価の実施状況等2

反映状況 件数

施策
254件

これまでの取組を引き続き推進 224件

施策の改善・⾒直しを実施 29件
予算要求 予算要求に反映 236件

事前分析表 事前分析表に反映 73件

反映状況 件数

事業

447件

これまでの取組を引き続き推進 418件

事業の改善・⾒直しを実施 25件

廃⽌、休⽌⼜は中⽌ 4件

予算 予算要求に反映 37件

（注） 施策のうち、「その他」とされたものが1件

2. 未着⼿・未了の事業を対象とした評価（5省447件）
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3 令和元年度における政策評価の取組（トピック）

4

証拠に基づく政策⽴案（ＥＢＰＭ）の推進に係る取組状況
政府全体で推進されているＥＢＰＭについて、政策評価制度を所管する総務省として、

以下の取組を実施することで、ＥＢＰＭの実践を後押し

令和元年度の租税特別措置等に係る政策評価の点検において、達
成⽬標の設定の在り⽅、⽬標の実現状況（効果）の把握・予測の定
量化、達成⽬標の実現に対する租税特別措置等の寄与度の分析・説
明状況に焦点を当てた点検を実施

※ EBPM︓Evidence-Based Policy Making

ＥＢＰＭに関する理論並びに各府省及び地⽅公共団体における実
践といったテーマを設定し、演習やパネルディスカッションの⼿法
も取り⼊れながら、全国11か所で研修を実施

令和元年度実証的共同研究1 ＥＢＰＭの考え⽅を踏まえた点検活動

政策評価担当者等に対する研修

各府省の政策改善を⽀援するとともに、得られた知⾒を各府省
と共有し、ＥＢＰＭの実践を後押しするため、総務省（⾏政評価
局）、各府省及び学識経験者が連携して⾏う実証的共同研究を実
施（平成30年度以降）

令和元年度は、以下の３つのテーマを題材として実施

テーマ 概 要

競争政策における広
報（平成30年度か
ら継続）
＜公正取引委員会＞

・「消費者セミナー」等の国⺠向け広報事業
の効果の調査・分析

・望ましいセミナーの⼈数規模、所要時間や、
優れた講師である職員を特定

地⽅公共団体の⾏動
変容につながる効果
的な普及啓発⼿法
＜環境省＞

・地⽅公共団体向け無償PCツールの普及状況
に関する調査・分析

・団体の認識、⼈⼝規模、部局のニーズ等の
違いに応じたアプローチを⾏うことで、よ
りツールが活⽤される可能性あり

財政教育プログラム
＜財務省＞

・財務局による⼩・中・⾼校⽣向けの財政の
授業について、より効果的な授業を実施し
ていくための調査・分析

・望ましい授業時間、受講⼈数や、講師とな
る職員の年代等について⽰唆が得られた
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